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BOPは Bottom of the Pyramidの略とされたが、近年では Base of the Pyramidの略とされ














Middle of the 
Pyramid 層
約 14 億人






出所　Hammond, A. L. et al.（2007）, The Next 4 Billion: Market Size and 
Business Strategy at the Base of the Pyramid, World Resource 






























































































が、図 2が示す通り 2002年頃から民間の資金は急速に増加し、現在は 7割が民間資金で
占めている（国際開発ジャーナル社, 2010, p. 14）。
　一方で、先進諸国の ODA予算は減少傾向にある。2011年度、OECD諸国 23ヶ国中、
前年度から ODA予算を減額させたのは 16ヶ国にのぼる6）。日本に関しては、2011年度の
ODA一般会計の規模は 5,727億円で、世界一の援助額を誇った 1997年度の 1兆 1,687億











　ハート（Stuart L. Hart）とシマニス（Erik Simanis）は BOPビジネスの発展段階を 2つ
に分類した。発展初期の BOPビジネスは、「第一世代の BOPビジネス」（BOP1.0）と呼
ばれるが、より広範に BOPビジネスを捉え直したものは、「第二世代の BOPビジネス」
（BOP2.0）と呼ばれている。以下、それぞれの特徴をまとめる（野村総合研究所, 2010, pp. 13─
16）。
　①　第一世代の BOPビジネス（BOP1.0）＝「貧困層の顧客化」（Selling to the Poor）
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図 2　世界の新興国、途上国への資金の流れ













III. PRIVATE FLOWS AT MARKET TERMS
II. OTHER OFFICIAL FLOWS
I. OFFICIAL DEVELOPMENT ASSISTANCE（I.A＋I.B）
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織は、世界 66ヶ国において 991団体、生産者および労働者数は 124万人存在する。また、
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